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という。）を実施した。 

検証訓練は、委員会が取りまとめた訓練期間３か月の「基本カリキュラム」に加え、

委託先機関に対して基本カリキュラムの仕上がり像及び訓練目標を踏まえた訓練期間

１か月の「独自カリキュラム」を提案させ、訓練期間４か月のコースとして実施した。 

 

３－４ スケジュール 

（１）委員会 

  イ 環境・エネルギー分野 

第１回委員会：日時 平成 24 年 7 月 2 日（月）13:30～16:30 

議題 

① 事業の概要及び背景 

② カリキュラムの検討 等 

第２回委員会：日時 平成 24 年 8 月 7 日（火）13:30～16:30 

議題 

① カリキュラム案の検討及び確認について 

② カリキュラムの検討 

③ 事業検証に当たり必要な調査等について 

第３回委員会：日時 平成 25 年 3 月 12 日（火）10:00～12:00 

議題 

① 訓練カリキュラム検証に係る委託訓練の試行実施について 

② カリキュラムの検討 

③ モデルカリキュラム案の検討について 

  ロ ６次産業化分野 

第１回委員会：日時 平成 24 年 7 月 4 日（水）13:30～16:30 

第２回委員会：日時 平成 24 年 7 月 31 日（火）13:30～16:30 

第３回委員会：日時 平成 25 年 3 月 19 日（火）14:00～16:00 

第１回から第３回までの議題は、上記「イ 環境・エネルギー分野」に同

じ。 

（２）検証訓練 

   平成 24 年 11 月 27 日（火）～平成 25 年 3 月 22 日（金） 
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第２章 モデルカリキュラムの開発 

 

第１節 条件設定 

 

訓練カリキュラムの開発は、環境・エネルギー分野及び６次産業化分野、いずれも

次に掲げる条件を設定し、実施することとした。 

（１）受講対象者 

公共職業安定所に求職申込をした者であって、公共職業安定所長の受講指示、受講

推薦又は支援指示を受けた者であること。 

（２）訓練科の設定 

イ 訓練定員 

訓練定員は、１科当たり 20 名とすること。 

ロ 訓練基準 

職業能力開発促進法施行規則（昭和 44 年労働省令第 24 号）第９条に規定す

る短期課程の普通職業訓練（通信の方法によって行う訓練を除く。）として求職

者向けに必要な知識・技能等の職業能力を付与するものであること。 

ハ 訓練コースの種類 

知識等習得コースとすること。 

ニ カリキュラム 

①基本カリキュラム 

委員会において開発する訓練カリキュラムを「基本カリキュラム」とし、

訓練期間は概ね３か月とすること。 

また、訓練期間が限られているため、基本カリキュラムに盛り込む新規成

長分野関連の要素は、キャリア段位制度のレベル１に相当する内容とすること。 

②独自カリキュラム 

検証訓練を実施するに当たり、訓練委託先機関が、基本カリキュラムの仕

上がり像及び訓練目標と整合性を有し、真に就業に資するための知識及び技能・

技術の習得を内容とする「独自カリキュラム」を追加できるようにすること。 

 

第２節 環境・エネルギー分野  

 

２－１ カリキュラム開発の方向性 

環境・エネルギー分野では、今後、求人ニーズの高まりが期待されるところである

が、東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県（以下本章において「首都圏」という。）

における公共職業安定所（以下「ハローワーク」という。）の求人状況を踏まえると、
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きわめて限定的であり必ずしも多いと言える状況ではないことから、開発する訓練カ

リキュラムは、従来からある職種に付加価値的にカーボンマネジャーに必要な知識及

び技能・技術の要素を加味して設定することとし、事務局において職務分析を行い、

次の２つの職務を仕上がり像の素案として提示した。 

一つは、ビル・マンション管理に関する職務で、東日本大震災の影響による電力不

足問題に端を発する昨今の省エネに対する意識の高まりや、節電マンションへの関心

の高まりと、マンション管理やビル管理に関する首都圏のハローワークの求人状況を

踏まえ、選定した。  

もう一つの職務は、営業・販売に関する職務である。営業・販売に関する首都圏の

ハローワークの求人状況は、他の職種に比べて高く、太陽光発電設備等の住宅向けエ

コ関連設備の需要増などに伴う建築・リフォーム関連業界等での営業・販売に関する

人材ニーズの高まりが期待されることから選定した。 

 

２－２ 仕上がり像及び訓練目標 

委員会において、事務局案を基に訓練カリキュラムの仕上がり像及び訓練目標の検

討を行った。新規成長分野はこれからの分野であり、就職の受け皿が十分整っている

とは言い難い状況にあり、離職者訓練の目的である受講者の就職という観点から、マ

ンション管理員や営業・販売員に必要な職業能力の要素をベースに、環境・省エネ関

連の知識及び技能・技術を加味して仕上がり像と訓練目標を設定することとした。 

環境・エネルギー分野において開発するカリキュラムは、次のとおりである。 

（１）マンション管理員養成 

イ 仕上がり像 

・ ビル・マンションの省エネ対策の知識を有するマンション管理員等の育

成 

・ マンションの共有スペース等における省エネ計画や具体的対策について、

住民の理解・協力を得ながら適切に推進できる人材の育成 

・ 中小規模ビルの共有スペース等における省エネ計画の立案・推進ができ、

改善依頼を適切に行える人材の育成 

ロ 訓練目標 

①ビル・マンション管理に関する法令等を学び、フロント業務、共有設備の保

守点検業務といったビル・マンション管理員としての基本的な知識・技能 

②具体的な管理・運営演習を通じた実践的スキル 

③ビル・マンションにおける省エネ計画や具体的対策に必要な基礎知識（「カー

ボンマネジャーのキャリア段位制度」のレベル１に相当する知識） 

を習得する。 
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（２）営業・販売員養成 

イ 仕上がり像 

・ 省エネ・環境商品の知識を有し、省エネ制度等を積極的・効果的に活用

できる営業・販売員の育成 

・ 営業技術や接客マナー、販売技術及び在庫管理の知識・技能を身に付け、

併せて省エネ・環境関連製品の知識を活かして顧客の要望を的確にとらえ

た営業提案、販売を行うことができる人材の育成 

・ 将来的にカーボンマネジャーとしてエネルギーと CO2のマネジメントに関

し、自社等において責任を持って指示・指導を実践できるリーダー的立場

を目指す人材の育成 

ロ 訓練目標 

①営業・販売員として必要なコミュニケーションスキルや、営業計画、売場管

理、商品管理に関する知識  

②接客応対、クレーム・トラブル対応、アフターサービスといった販売員とし

ての基本的な知識・技能  

③省エネ・温室効果ガス削減等に関する各種制度や代表的手法についての知識

（「カーボンマネジャーのキャリア段位制度」のレベル１に相当する知識） 

を習得し、省エネ・環境関連製品の知識を活かした営業・販売ができる。 

 

２－３ カリキュラムの構築 

環境・エネルギー分野では、事務局において、カーボンマネジャー「標準育成プロ

グラム」（以下「育成プログラム」という。）のレベル１（巻末資料２参照）をベース

としたカリキュラムの素案を作成し、委員会に提示した。これらの素案は、マンショ

ン管理分野では生涯職業能力開発体系（巻末資料９参照）の「ビルメンテナンス業」

の管理サービス部門及びマンション管理部門に関する情報を、また、営業・販売分野

では「民生用電気機械器具製造業」の営業部門に関する職務や「電気機械器具小売業」

の店舗営業部門に関する職務の情報を中心に、関連資格等の要素も勘案し訓練目標に

対応したカリキュラムを作成したものである。 
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図２－１ カリキュラムの構築 

 

２－４ 基本カリキュラム 

委員会において、事務局が提案したカリキュラムの内容を検討した。委員からの主

な意見は次のとおりである。 

・ 事務局案の省エネ・環境分野の科目は、内容が網羅的であり、科目間で重複も

多いので、ウェイトを絞り、コアになる部分を抽出して整理すること。 

・ 省エネに関する科目については、育成プログラムのレベル２の「エネルギー管

理」（巻末資料２参照）の要素を加えること。 

・ 省エネ・環境分野の科目は、各科共通の内容とすること。 

これらの意見を踏まえ、カリキュラムの内容を精査し、委員会において訓練期間３

か月の基本カリキュラムとして以下のとおり取りまとめた。 

なお、カリキュラム中「Ｌ１」と表記されているのは、育成プログラムのレベル１

に、「Ｌ２」はレベル２に相当する内容であることを示したものである。 

基本カリキュラムの環境・エネルギー分野の科目の参考資料は、巻末資料３に一覧

を掲載する。 
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（１）eco 時代のマンション管理員養成科 
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（２）eco 時代の営業・販売員養成科 
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２－５ 検証訓練カリキュラム 

第１章第３節の３－３のとおり、検証訓練は、委員会において取りまとめた「基本

カリキュラム」と、訓練委託先機関が基本カリキュラムの仕上がり像及び訓練目標を

踏まえて提案した訓練期間１か月の「独自カリキュラム」を合わせた、訓練期間４か

月のコースとして、「eco時代のマンション管理員養成科」と「eco時代の営業・販売

員養成科」の２科について、１コースずつ実施することとした。 

検証訓練のカリキュラムは次のとおりである。 

（１）eco 時代のマンション管理員養成科 
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（２）eco 時代の営業・販売員養成科 
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２－６ 検証訓練の実施結果 

（１）eco 時代のマンション管理員養成科 

イ 訓練実績 

神奈川県横浜市で実施。定員 20 名に対し、23 名の応募があり、19 名が入所

した。訓練修了後３か月時点（平成 25 年 6 月末）における就職率は 73.7%（速

報値）であった（中退就職者を含む。）。（表２－１） 

表２－１ 「eco 時代のマンション管理員養成科」訓練実績 

修了
就職

就職 雇用 自営

eco時代の
マンション管理
員養成科

神奈川県
横浜市

4か月 20 23 19 3 3 16 11 11 0 73.7%

中退
就職率科名 実施場所 期間 定員 応募 入所

 

 

ロ 受講者アンケート 

本訓練科の全受講者を対象に、訓練コース改善のためのアンケートを実施し

た。実施時期は、入所時（平成 24 年 11 月 27 日）、訓練開始後２か月経過時点

（平成 25 年 2 月 5 日）、３か月経過時点（平成 25 年 3 月 8 日）、修了時点（平

成 25 年 3 月 21 日）の４回である。 

①受講動機 

訓練受講の動機を入所時のアンケートにおいて尋ねたところ、「就職に有利

な資格を取得したい」が最も多く、以下、「職業能力のレベルアップを図って

職業選択の幅を広げたい」、「未経験の職種への就職を希望している」、「今後

成長が期待される分野の職業訓練である」となっている（図２－２）。 

 

図２－２ 受講動機（複数回答；n＝19） 
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②カリキュラムの評価 

訓練カリキュラムの評価（難易度、時間設定及び習得度）に関する設問は、

訓練開始後２か月経過時点、３か月経過時点、修了時のアンケートで実施し

た。訓練開始後２か月経過時点では、マンション管理に関する科目が終了し、

３か月経過時点では環境・エネルギー関連の科目（学科）の訓練が行われて

いた。 

訓練修了時においては、全訓練期間を振り返ってもらい、カリキュラムの

評価について質問した。 

(a)科目の難易度 

マンション管理関連の科目では、８割以上の受講者が、「ビル・マンショ

ンの設備と法令」と「不動産取引法令」について、「難しい・やや難しい」

と回答している（図２－３）。 

環境・エネルギー関連の科目では、「省エネ・環境に関する制度」と「省

エネの実践知識」について、「難しい・やや難しい」と回答した受講者の割

合が高い（図２－４）。 

 

図２－３ 難易度【訓練開始２か月経過時点】（n＝17） 

 

図２－４ 難易度【訓練開始３か月経過時点】（n＝17） 
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図２－３ 難易度【訓練開始２か月経過時点】（n＝17） 

 

図２－４ 難易度【訓練開始３か月経過時点】（n＝17） 
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修了時点のアンケートでは、「ビル・マンションの設備と法令」、「不動産

取引法令」、「カーボンマネジャー実践」及び「簿記会計演習」の科目で「難

しい・やや難しい」と回答した受講者が多かった（図２－５）。 

 

 

図２－５ 難易度【訓練修了時点】（n＝15） 

 

(b)科目の時間設定 

科目の時間設定については、全般的に「短い・やや短い」と感じている受

講者が多く、特に、マンション管理関係では、「ビル・マンションの設備と

法令」、「不動産取引法令」で「短い」と回答した受講者が多かった（図２－

６及び図２－７）。 
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図２－６ 時間設定【訓練開始２か月経過時点】（n＝17） 

 

 

図２－７ 時間設定【訓練開始３か月経過時点】（n＝17） 

 

修了時点のアンケートでは、中間のアンケートと同様、全般的に「短い・

やや短い」と感じている受講者が多く、特に「ビル・マンションの設備と法

令」、「不動産取引法令」、「カーボンマネジャー実践」、「簿記会計演習」の４

科目については、「短い」と回答した受講者が多かった（図２－８）。 
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図２－６ 時間設定【訓練開始２か月経過時点】（n＝17） 

 

 

図２－７ 時間設定【訓練開始３か月経過時点】（n＝17） 

 

修了時点のアンケートでは、中間のアンケートと同様、全般的に「短い・

やや短い」と感じている受講者が多く、特に「ビル・マンションの設備と法

令」、「不動産取引法令」、「カーボンマネジャー実践」、「簿記会計演習」の４

科目については、「短い」と回答した受講者が多かった（図２－８）。 
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図２－８ 時間設定【訓練修了時点】（n＝15） 

 

(c)訓練の習得度 

訓練の習得度については、マンション管理関連では、「ビル・マンション

の設備と法令」で「あまり習得できなかった」と回答した受講者が多く、環

境・エネルギー関連では、およそ６割の受講者が「省エネ・環境に関する制

度」と「省エネの実践知識」について、「習得できなかった・あまり習得で

きなかった」と回答している（図２－９及び図２－１０）。 
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図２－９ 習得度【訓練開始２か月経過時点】（n＝17） 

 

 

図２－１０ 習得度【訓練開始３か月経過時点】（n＝17） 

 

修了時点のアンケートにおいても、上記とほぼ同様の傾向で、「ビル・マ

ンションの設備と法令」、「不動産取引法令」、「カーボンマネジャー実践」、

「簿記会計演習」の４科目で「習得できなかった・あまり習得できなかった」

と回答した受講者が多かった（図２－１１）。 
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図２－９ 習得度【訓練開始２か月経過時点】（n＝17） 

 

 

図２－１０ 習得度【訓練開始３か月経過時点】（n＝17） 

 

修了時点のアンケートにおいても、上記とほぼ同様の傾向で、「ビル・マ

ンションの設備と法令」、「不動産取引法令」、「カーボンマネジャー実践」、

「簿記会計演習」の４科目で「習得できなかった・あまり習得できなかった」

と回答した受講者が多かった（図２－１１）。 
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図２－１１ 習得度【訓練修了時点】（n＝15） 

 

③テキスト及び配付資料 

訓練開始後２か月経過時点のアンケートでは、主としてマンション管理関

連の科目のテキストや資料が設問の対象となり、受講者の７割弱が「わかり

やすい・まあわかりやすい」と回答している。一方、訓練開始後３か月経過

時点のアンケートでは、環境・エネルギー関連の科目のテキスト等が対象と

なり、受講者の７割が「わかりにくい・ややわかりにくい」と回答している

（図２－１２）。 

なお、この訓練科で使用したテキスト（オリジナル教材を除く。）について

は、巻末資料４に一覧を掲載する。 
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図２－１２ テキスト及び配付資料（n＝17） 

 

（２）eco 時代の営業・販売養成科 

神奈川県川崎市で実施する予定であったが、応募状況が低調であったため、中

止のやむなきに至った。 

なお、応募状況が低調であった原因や求職者のニーズを分析するため、首都圏の

ハローワークのうち、川崎、横浜、渋谷の３所の窓口担当者にヒアリングを実施し

た。窓口担当者の主な意見は次のとおりである。 

・ 前職が営業・販売職種の方でキャリアを活かして再就職を希望する方は多く

ない。 

・ 前職である程度の成績を残した方や自信のある方が営業・販売職を希望する

と思われるが、そういう方はハローワークに来所せず、自分自身で再就職する

だろう。 

・ 別職種から営業・販売職種を希望する方は、ほとんどいない。営業事務経験

者からたまに営業職に転職する方はいる。 

・ 別職種から営業・販売職種を希望する方は、職務内容よりも給与といった条

件面で希望する方が多い。その場合でも、ハローワーク窓口での相談を行って

いく中で他の職種へ希望を変える方がかなりいる。 

・ 営業・販売職は敬遠されがち。特に営業職。ルートセールスはまだ良いが、

新規開拓の営業は特に敬遠され、若い人ほどその傾向は強い。 

・ 営業・販売職は、求人はあるが求職者は少ない。特に営業は敬遠されがちで

ある。 

 

２－７ 訓練カリキュラムの検証 

平成 25 年 3 月 12 日に開催された第３回委員会において、検証訓練の実施状況、検

証訓練受講者に対するアンケート（入所時、訓練開始後２か月経過時点及び３か月経

過時点に実施したもの）、関係機関に対するヒアリング結果等を踏まえて訓練カリキュ
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ラムの検証を行い、事務局が提案したカリキュラム改善案について検討を行った。概

要は次のとおりである。 

（１）委員会における主な意見 

・ 受講者に対するアンケートで、環境・エネルギー関連の科目に関するテキス

ト等が「ややわかりにくい・わかりにくい」という回答が多かった要因として

は、eco 検定等の資格対策テキストはボリュームがあり、内容も難しく、全部

教えようとすると時間が足りなくなって理解できなかったということが考えら

れる。 

・ 環境・エネルギー関連の科目では、資格対策テキストを使用すると講義が一

方通行になってしまうので、基本カリキュラムを取りまとめる際に推奨したテ

キスト 1

・ 本科における環境・エネルギー関連の科目については、環境一般を教えれば

よいというのではなく、マンション管理のためのエコなので、マンション管理

における特有の問題を理解した上で教えることが大切である。また、マンショ

ン管理を担当する講師も、事前に環境のことを理解している方と教える内容を

事前にすり合わせておく必要がある。本科のような、ある職業に環境といった

特定の分野を持ち込む場合には、全てを持ち込むのではなく、その職業に特有

な部分をピックアップして教えることが重要である。 

を使用して懇切丁寧に説明するとよい。導入部では、身近な題材を取り

上げて講師と受講者が話し合う双方向の講義を取り入れて訓練を行うと受講者

の理解も進む。 

・ 環境・エネルギー分野の科目を担当する講師については、例えば、「eco 検定

等に合格している」といった要件を設定することも必要かも知れない。 

・ カーボンマネジャーのキャリア段位でも議論になったが、「できる（実践的ス

キル）」の科目については、実際に省エネや温室効果削減等に携わったことのあ

る人を推奨する、といったことを講師の要件に記載する必要があると思う。 

・ 科目の内容が多岐にわたっているため、各担当講師が１、２回集まって講師

会議を開催し、カリキュラムの全体の目的や、科目分担について他の講師との

関係でどのようなポジションになっているか共有を図ることが大切である。 

・ 独自カリキュラムで追加されたマンション関連の「不動産取引法令」につい

ては、就職した後、いろいろな場面で役に立つと思う。 

（２）カリキュラム改善案 

イ eco 時代のマンション管理員養成科の見直し 

事務局の改善案は、受講者アンケートや訓練委託先機関の担当者に対するヒ

アリングの結果、受講者は関連資格の取得意欲が高いこと、全般的に時間設定 

 

１ 安達 昇編著『「省エネ」を考える授業プラン 53』（財団法人省エネルギーセンター、2003 年） 
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が短いと感じていること、特に法令関係は習得度に関しても他の科目に比べて

低いこと、科目の内容に重複がある等の意見があったことを踏まえ、仕上がり

像を、①マンションの省エネ対策に対応できるマンション管理員の養成を主と

するものと、②ビル・マンション管理会社のフロント業務や宅建取引業務担当

者等の育成を主とするもの、の二つに分け、①については訓練期間３か月の「eco

時代のマンション管理員養成科」、②については訓練期間５か月の「eco 時代の

マンション管理事務員養成科」として提案したものである。 

改善案は基本カリキュラム（２－４の（１）を参照）をベースとし、訓練時

間については、訓練の運用面に関する訓練委託先機関の意見を踏まえて６の倍

数で揃え、時間割が組みやすくなるようにした。科ごとの改善案のポイントは

次のとおりである。 

①eco 時代のマンション管理員養成科 

検証訓練で訓練委託先機関から提案のあった独自カリキュラム（２－５の

（１）を参照）の「不動産取引法令」及び「簿記会計演習」を削除したこと。 

②eco 時代のマンション管理事務員養成科 

宅建主任者等の関連資格の取得を意識して、「不動産取引法令」等の法令関

係の訓練時間を大幅に増やすとともに、実技科目の「ビル・マンション管理

における日常業務演習」に独自カリキュラムの「簿記会計演習」を加味し、

さらに、「不動産取引実務」を新たに追加したこと。 

これらの改善案は、委員会において了承された。委員からは、②の eco 時代

のマンション管理事務員養成科は、①よりもカリキュラムの内容に幅を持たせ

た分、当該訓練科の受講者にとっては就職先を探す上でも、マンション管理だ

けではなく、ビル・マネジメントや賃貸マンション関係など、選択の幅が広が

るだろうとの感想をいただいた。 

ロ eco 時代の営業・販売員養成科の見直し 

事務局の改善案は、eco 時代の営業・販売員養成科が中止となった要因につい

て、営業・販売職種は求人ニーズがある一方で、求職者からは敬遠されがちで

あるとのハローワーク窓口担当者の意見等を踏まえ、都道府県にモデルカリキ

ュラムとして情報提供する上では営業・販売員養成というかたちで示すのは困

難であるとして、環境・エネルギー関連に特化したかたちで、「環境ビジネス科」

として提案したものである。 

    環境ビジネス科の訓練期間が「３か月＋α」となっているのは、３か月の部

分を基礎部分とし、＋αの部分は訓練委託先機関が対応可能な分野を加味して

全体のカリキュラムを設定できるようにしたことによる。３か月の部分のカリ

キュラムについては、実施を予定していた eco 時代の営業・販売員養成科のカ
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が短いと感じていること、特に法令関係は習得度に関しても他の科目に比べて

低いこと、科目の内容に重複がある等の意見があったことを踏まえ、仕上がり

像を、①マンションの省エネ対策に対応できるマンション管理員の養成を主と

するものと、②ビル・マンション管理会社のフロント業務や宅建取引業務担当

者等の育成を主とするもの、の二つに分け、①については訓練期間３か月の「eco

時代のマンション管理員養成科」、②については訓練期間５か月の「eco 時代の

マンション管理事務員養成科」として提案したものである。 

改善案は基本カリキュラム（２－４の（１）を参照）をベースとし、訓練時

間については、訓練の運用面に関する訓練委託先機関の意見を踏まえて６の倍

数で揃え、時間割が組みやすくなるようにした。科ごとの改善案のポイントは

次のとおりである。 

①eco 時代のマンション管理員養成科 

検証訓練で訓練委託先機関から提案のあった独自カリキュラム（２－５の

（１）を参照）の「不動産取引法令」及び「簿記会計演習」を削除したこと。 

②eco 時代のマンション管理事務員養成科 

宅建主任者等の関連資格の取得を意識して、「不動産取引法令」等の法令関

係の訓練時間を大幅に増やすとともに、実技科目の「ビル・マンション管理

における日常業務演習」に独自カリキュラムの「簿記会計演習」を加味し、

さらに、「不動産取引実務」を新たに追加したこと。 

これらの改善案は、委員会において了承された。委員からは、②の eco 時代

のマンション管理事務員養成科は、①よりもカリキュラムの内容に幅を持たせ

た分、当該訓練科の受講者にとっては就職先を探す上でも、マンション管理だ

けではなく、ビル・マネジメントや賃貸マンション関係など、選択の幅が広が

るだろうとの感想をいただいた。 

ロ eco 時代の営業・販売員養成科の見直し 

事務局の改善案は、eco 時代の営業・販売員養成科が中止となった要因につい

て、営業・販売職種は求人ニーズがある一方で、求職者からは敬遠されがちで

あるとのハローワーク窓口担当者の意見等を踏まえ、都道府県にモデルカリキ

ュラムとして情報提供する上では営業・販売員養成というかたちで示すのは困

難であるとして、環境・エネルギー関連に特化したかたちで、「環境ビジネス科」

として提案したものである。 

    環境ビジネス科の訓練期間が「３か月＋α」となっているのは、３か月の部

分を基礎部分とし、＋αの部分は訓練委託先機関が対応可能な分野を加味して

全体のカリキュラムを設定できるようにしたことによる。３か月の部分のカリ

キュラムについては、実施を予定していた eco 時代の営業・販売員養成科のカ
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リキュラム（２－５（２）を参照）をベースに作成した。 

    事務局の改善案に対する委員からの主な意見は次のとおりである。 

・ 環境分野は新規成長分野の柱の一つであるが、求人が増えているというの

がなかなか見えない状況にある。雇用の面で考えると、関連する産業が徐々

に広がった後に求人がついてくるので、今後、産業が盛り上がってきたとき

に対応できるよう、基礎的な部分を環境ビジネス科のカリキュラムに表現し

たものであると理解している。 

   ・ 省エネは全産業に影響を及ぼすものであることから、カリキュラムに幅を

もたせて産業横断的に対応できるように設定したのが環境ビジネス科である

と積極的にアピールすべきである。 

   ・ 環境は全職種と関わりがある。今後の広がりを考える上では、人気の職種

に環境を貼り付けるということも考えていく必要があるかも知れない。 

   ・ 環境産業分類（巻末資料５）の「廃棄物処理・資源有効利用」と環境知識

を結びつけるというのも今後の広がりを考えると可能性としてあると思う。 

   ・ 実技の科目に、地域の課題を入れて問題を解かせるといった演習を設ける

と、地域に密着した仕事をしたい方や就職を希望する方にも強くアピールで

きるのではないか。 

   ・ 地域に根ざしたものとして、条例をカリキュラムに取り入れるとよいので

はないか。 

   ・ 「地域のニーズのある」という表現よりも、「地域に根ざした」、「地域に密

着した」、「地域の産業特性に合った」といった表現でカリキュラムをＰＲす

るとハローワークでも紹介しやすいのではないか。 

（３）モデルカリキュラム 

委員会での議論や委員会開催後に実施した訓練修了時アンケートの結果等を踏

まえ、最終的に事務局において、①「eco 時代のマンション管理員養成科」（訓練

期間３か月）、②「eco 時代のマンション管理事務員養成科」（訓練期間５か月）、

③「環境ビジネス科」（訓練期間３か月＋α）の３コースをモデルカリキュラムと

して取りまとめた（図２－１３、図２－１４及び図２－１５）。 

これらのモデルカリキュラムを含む本事業の成果物については、第３章に示す。 
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図２－１３ モデルカリキュラムの変遷（eco 時代のマンション管理員養成科） 
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図２－１３ モデルカリキュラムの変遷（eco 時代のマンション管理員養成科） 
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図２－１４ モデルカリキュラムの変遷（eco時代のマンション管理事務員養成科） 
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図２－１５ モデルカリキュラムの変遷（環境ビジネス科） 
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